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Ⅱ 行政改革計画 
 

１ 計画の目指す方向（改革の視点・基本的方向） 

 

（１）計画期間等 

・計画期間は、平成25年度から28年度までの４年間とします。 

・進捗管理を的確に実施し、２年後を目途に取組状況の中間とりまとめを行います。 

 

（２）改革の視点・基本的方向 

 

 

前計画（平成22～24年度）を基本としながら、県政上の課題や前計画の取組状況を踏まえ、

改革の視点・基本的方向について整理・重点化を行います。 

具体的には、「①公正・透明な行財政運営の確立」を計画全体の基本とし、業務執行体制の  

効率化や人材マネジメントにより県庁組織の生産性の向上に取り組む「②組織・人材改革」、  

事務事業の見直し等によりコストの削減や公共サービスの質の向上に取り組む「③仕事改革」

及び県有資産の戦略的マネジメントの推進に取り組む「④資産改革」の３つを計画の柱に   

据えることとし、これらの４つを本計画における改革の視点・基本的方向として位置付け、  

具体的な取組みを検討・推進します。 

計画の実行に当たっては、財政健全化計画と連携するとともに、チームスピリットを発揮し、

市町村・民間と連携しながら、県職員一人一人が自覚を持ち一丸となって取り組むことにより、

県庁全体のポテンシャルを最大化し、県民ニーズや県政課題への的確な対応や、最少の経費で

最大の効果を挙げることが可能な県政運営体制の構築を目指します。 

 

 

行政改革計画における４つの「改革の視点・基本的方向」 
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（３）計画の体系 

 
   
  
ア コンプライアンスの徹底、

内部牽制機能の確保 

 
（ｱ）コンプライアンスの徹底 

（ｲ）内部牽制機能の確保 

   
   
     
  
イ 県政情報の透明性の向上 

 
（ｱ）情報公開の推進 （ｲ）わかりやすい財政情報の提供    

 

 
   

 
 
ア 組織・機構改革 

 
（ｱ）本庁組織・出先機関の見直し 

（ｲ）施策横断的課題に対する包括的なプロジェクトマネジメントの拡大 

（ｳ）地方独立行政法人制度の導入検討 

（ｴ）審議会等の附属機関の見直し 

  

    

     
  
イ 職員数・総人件費の抑制 

 
（ｱ）業務量の変化に柔軟に対応できる定員管理手法の導入 

（ｲ）給与水準の適正化 
   
    
     
  
ウ 人材改革 

 
（ｱ）職員の生産性向上の推進 （ｲ）職員の能力開発の推進 

（ｳ）職員の能力を的確に活かす人事システムの構築 
   
    
     
  
エ 公営企業改革 

 
（ｱ）企業庁 （ｲ）水道局 （ｳ）病院局    

     
  
オ 公社等外郭団体改革 

 
（ｱ）公社等外郭団体の自立型経営の推進    

 

 
   
  
ア 事務事業の見直し 

 
（ｱ）事務事業の定期的な見直し等 

（ｲ）ICTの有効活用による業務改善・情報セキュリティ対策の強化 

（ｳ）入札・契約制度等の改善 （ｴ）業務継続マネジメントの推進 

   

    

     
  
イ 県の役割の再構築 

 
（ｱ）地方分権改革に向けた取組 

（ｲ）市町村の自主性・自立性向上の支援 

（ｳ）公の施設の見直し方針に基づく適正化と指定管理者制度の運用改善 

（ｴ）県業務の更なる民間委託の推進 （ｵ）規制改革の推進 

   

    

     
  
ウ 多様な主体との連携・協働 

 
（ｱ）自助力・共助力・公助力の連携 

（ｲ）県内市町村との業務連携の推進 

   
    

 

 
     
  
ア 資産マネジメントの推進 

 
（ｱ）社会資本の維持更新コストの抑制 

（ｲ）庁舎等の資産マネジメントの推進 
   
    
     
  
イ 資産の処分促進・有効活用 

 
（ｱ）売却可能資産の処分促進 （ｲ）県有資産を活用した収入の確保 

（ｳ）県有資産を活用した再生可能エネルギーの導入 

   
    
     
  
ウ 債権管理の適正化 

 
（ｱ）税外債権の管理体制の強化 

（ｲ）債権管理回収業務の民間委託の拡大 
  

    

  

 ① 公正・透明な行財政運営の確立 

 ② 組織・人材改革 
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